
証券コード 6144
平成29年６月13日

株 主 各 位
福岡県古賀市駅東三丁目３番１号

取締役社長 宮 地 敬四郎
　

第84回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

　さて、当社第84回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席

くださいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますの

で、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙

に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月28日（水曜日）午後５時15分ま

でに到着するようご返送をお願い申しあげます。

敬 具

記

1. 日 時 平成29年６月29日（木曜日）午前10時

2. 場 所 福岡県古賀市駅東三丁目３番１号 当社会議室

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 1. 第84期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会の

連結計算書類監査結果報告の件

2. 第84期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)

計算書類報告の件

決 議 事 項

　第１号議案 剰余金処分の件

　第２号議案 取締役８名選任の件

　第３号議案 監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますよ

うお願い申しあげます。

　 なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合

は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.seibudenki.co.jp/）に掲載

させていただきます。
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(提供書面）

事 業 報 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

　

1. 企業集団の現況
　(1) 当連結会計年度の事業の状況

　 ① 事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の減速や英国のＥＵ離脱問

題など、先行き不安が広がる局面もありましたが、米国大統領選挙後の円安に

よる輸出企業の業績改善に加え、雇用・所得環境の改善もあり、緩やかな景気

回復基調が続きました。しかしながら、依然として中国をはじめとする新興国

経済の減速や円高の進行など懸念材料を抱えており、先行き不透明な状況が続

いております。

　この様な情勢の中で、2015年度から2017年度までの中期経営計画「チャレン

ジ200」を策定し、当社グループはどのような環境下にありましても、「危機感」

と「決断」と「スピード」を常に念頭におき、変化に対応することによって、

受注・売上を拡大し、市場競争を勝ち抜くべく、全社を挙げて努力してまいり

ました。

　その結果、当社グループの連結業績は、前期に受注したような大口物件がな

く、円高により輸出が減少したこともあり、受注高は185億９千４百万円（前期

比 20.6%減）となりました。売上高は大口物件の納入により、240億１千９百万

円（前期比 29.8%増）となりました。損益においては、コストダウンや経費削

減等当社グループを挙げて注力いたしました結果、経常利益は15億９千５百万

円（前期比 19.1%増）となりましたが、製品保証引当金繰入額を特別損失に計

上したこともあり、親会社株主に帰属する当期純利益は４億８百万円（前期比

50.1%減）となりました。

　次に、各事業別の概況は次のとおりであります。
　
【搬送機械事業】

搬送機械事業では、既存顧客からの大型システムのリピート受注、自動倉庫

や製造業の生産・物流分野などに、ピッキングシステムや新商品を使ったソリ

ューションを提案するとともにサービス・メンテナンスにも注力し、拡販を図

ってまいりました。しかしながら、受注高は前期に成約したような大口物件が

なかったこともあり、７３億３千万円（前期比 34.4%減）、売上高は前期受注の

大口物件が納期をむかえたこともあり、１２７億８千万円（前期比 92.8%増）

となりました。
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【産業機械事業】

　産業機械事業では、民間需要の掘り起こしやゲート分野を中心とした既存市

場におけるシェアアップ、サービス・メンテナンスに注力してまいりました。

その結果、ゲート物件の引合いが増加し、受注高は５５億７千４百万円（前期

比 8.4%増）、売上高は５３億５千７百万円（前期比 4.6%増）となりました。
　
【精密機械事業】

　精密機械事業では、既存顧客の更新需要や海外市場の開拓に注力してまいり

ましたものの、円高による輸出の減少もあり、受注高は５２億９千２百万円

（前期比 19.7%減）、売上高は５４億６千３百万円（前期比 13.0%減）となりま

した。
　
【その他の事業】

　その他の事業では、機械機器部品などが減少し、受注高は３億９千６百万円

（前期比 21.4%減）、売上高は４億１千７百万円（前期比 12.7%減）となりまし

た。
　

　 ② 設備投資の状況

　当連結会計年度に実施いたしました設備投資の総額は、３億３千５百万円で、

その主なものは、本社工場内における省力・合理化機械装置ならびに木型・金

型であります。
　
　 ③ 資金調達の状況

　当連結会計年度の資金調達につきましては、特に記載すべき事項はありませ

ん。
　
　 ④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。
　
　 ⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。
　
　 ⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況

　該当事項はありません。
　
　 ⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　該当事項はありません。
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　(2) 財産および損益の状況

　 ① 企業集団の財産および損益の状況

期 別

区 分

第 81 期
平成25年度

第 82 期
平成26年度

第 83 期
平成27年度

第 84 期
平成28年度

(当連結会計年度)

売 上 高 (千円) 17,518,297 15,960,985 18,512,247 24,019,794

経 常 利 益 (千円) 1,629,443 1,129,533 1,338,715 1,595,032

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

(千円) 924,719 622,341 817,984 408,414

１株当たり当期純利益 61円04銭 41円08銭 53円99銭 26円96銭

総 資 産 (千円) 27,476,157 27,582,583 31,397,317 31,280,526

純 資 産 (千円) 16,705,044 18,046,783 18,226,295 19,072,156

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,102円63銭 1,191円19銭 1,203円05銭 1,258円89銭

(注) 1.「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、第83
期より「当期純利益」を「親会社株主に帰属する当期純利益」としております。

2.１株当たり当期純利益は、自己株式控除後の期中平均発行済株式総数にて算出しております。
3.１株当たり純資産額は、自己株式控除後の期末発行済株式総数にて算出しております。

　 ② 当社の財産および損益の状況

期 別

区 分

第 81 期
平成25年度

第 82 期
平成26年度

第 83 期
平成27年度

第 84 期
平成28年度
(当事業年度)

売 上 高 (千円) 16,673,240 15,164,538 17,681,151 23,183,176

経 常 利 益 (千円) 1,500,113 1,069,305 1,297,581 1,521,498

当 期 純 利 益 (千円) 857,660 554,285 795,210 361,403

１株当たり当期純利益 56円61銭 36円59銭 52円49銭 23円86銭

総 資 産 (千円) 26,585,785 26,724,695 30,228,322 30,097,819

純 資 産 (千円) 16,200,371 17,348,769 17,490,745 18,272,068

１ 株 当 た り 純 資 産 額 1,069円32銭 1,145円12銭 1,154円50銭 1,206円08銭

(注) 1.１株当たり当期純利益は、自己株式控除後の期中平均発行済株式総数にて算出しております。
2.１株当たり純資産額は、自己株式控除後の期末発行済株式総数にて算出しております。
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　(3) 重要な親会社および子会社の状況

① 親 会 社 と の 関 係

　該当事項はありません。
　

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 出 資 比 率 主要な事業内容

千円 ％

西 電 興 産 株 式 会 社 20,000 100
機械機器部品・立体駐車装置
の販売および駐車場運営等

株式会社西部ハイテック 20,000 100 正面旋盤の製造および販売

西 部 ペ イ ン ト 株 式 会 社 10,000 100 部品・商品の塗装

　

　(4) 対処すべき課題

次期のわが国経済は、中国等の新興国の経済動向による海外経済への影響や米

国新政権の政策などの懸念材料もあり、先行き不安定な状況で推移するものと思

われます。

　当社グループといたしましては、中期経営計画「チャレンジ200」の３年目であ

り、どのような環境下にありましても、「危機感」と「決断」と「スピード」を常

に念頭におき、変化に対応することによって、受注・売上を拡大し、市場競争を

勝ち抜く所存であります。

　更にはコストダウンや経費削減に一層注力し、企業体質の強化と着実な安定成

長の確保に努めてまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともよろしくご支援とご鞭撻を賜りますよ

うお願い申しあげます。
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　(5) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

　当社グループは、当社および子会社３社で構成され、主要な商品および事業は

次のとおりであります。

事 業 部 門 主 要 な 商 品 お よ び 事 業

搬 送 機 械 立体自動倉庫、ＦＡシステム、ケース自動ピッキングシステム、ピースピッキン

グシステム、搬送・ハンドリングシステム

産 業 機 械 バルブアクチュエータ、ゲート駆動装置

精 密 機 械 超精密・高精密ワイヤ放電加工機、超精密ワイヤ放電加工機（油仕様）

高精密小形ＮＣ旋盤、正面旋盤

そ の 他 機械機器部品・立体駐車装置の販売および駐車場運営等

　

　(6) 主要な営業所および工場（平成29年３月31日現在）

西 部 電 機 株 式 会 社

本 社 福岡県古賀市駅東三丁目３番１号

支 店
東 京 支 店 （東 京 都 江 東 区）

大 阪 支 店 （大 阪 市 北 区）

営 業 所

名 古 屋 営 業 所 （名古屋市天白区）

広 島 営 業 所 （広 島 市 中 区）

九 州 営 業 所 （福 岡 県 古 賀 市）

出 張 所 札 幌 出 張 所 （札 幌 市 中 央 区）

サービスセンタ

東 京 サ ー ビ ス セ ン タ （千 葉 県 市 川 市）

名 古 屋 サ ー ビ ス （名古屋市天白区）

大 阪 サ ー ビ ス セ ン タ （大 阪 府 茨 木 市）

九 州 サ ー ビ ス （福 岡 県 古 賀 市）

工 場 本 社 工 場 （福 岡 県 古 賀 市）

西 電 興 産 株 式 会 社 本 社 福岡県古賀市駅東三丁目３番１号

株式会社西部ハイテック 本 社 福岡県古賀市駅東三丁目３番１号

西 部 ペ イ ン ト 株 式 会 社 本 社 福岡県古賀市駅東三丁目３番１号
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　(7) 従業員の状況（平成29年３月31日現在）

　 ① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減

473名（44名） ４名増 (３名減)

(注) 従業員数は就業人数であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しており
ます。

　 ② 当社の従業員の状況

区 分
従 業 員 数
(前事業年度末比増減)

平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

男 性 376名（５名増） 40.9歳 18.2年

女 性 42名（１名減） 44.4歳 20.8年

合計または平均 418名（４名増） 41.3歳 18.4年

　

　(8) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

千円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 305,150

株 式 会 社 福 岡 銀 行 255,900

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 236,200

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 69,300

株 式 会 社 北 九 州 銀 行 37,800

　

　(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　該当事項はありません。
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2. 会 社 の 現 況
　(1) 株 式 の 状 況（平成29年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 32,980,000株

② 発行済株式の総数 15,160,000株

③ 株 主 数 1,268名

④ 大 株 主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

千株 ％

株 式 会 社 安 川 電 機 2,630 17.35

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 (信託口) 1,534 10.12

ＣＧＭＬ ＰＢ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ/ＣＯＬＬＡＴＥＲＡＬ 1,132 7.47

株 式 会 社 豊 田 自 動 織 機 1,106 7.30

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 650 4.29

株 式 会 社 福 岡 銀 行 633 4.17

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 626 4.13

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 589 3.88

Ｍ Ｓ Ｉ Ｐ Ｃ Ｌ Ｉ Ｅ Ｎ Ｔ Ｓ Ｅ Ｃ Ｕ Ｒ Ｉ Ｔ Ｉ Ｅ Ｓ 541 3.57

西 部 電 機 従 業 員 持 株 会 405 2.67

(注) 1.持株比率は自己株式（9,998株）を控除して計算しております。
　2.シンプレクス・アセット・マネジメント株式会社から平成28年10月４日付で提出され、公衆

の縦覧に供されている大量保有報告書の変更報告書において、平成28年９月27日現在同社が
3,149,900株（保有割合 20.78%）を保有している旨が記載されております。しかし、当社と
して当事業年度末における同社の実質所有株式数の確認ができていないため、上記大株主に
は含めておりません。

　

　(2) 新株予約権等の状況

① 当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

　該当事項はありません。

② 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の

状況

　該当事項はありません。
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　(3) 会社役員の状況

　 ① 取締役および監査役の状況（平成29年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

※取 締 役 社 長 宮 地 敬四郎

専 務 取 締 役 藤 岡 敬 正 管理担当兼管理部長

常 務 取 締 役 税 所 幸 一 営業担当兼東京支店長

取 締 役 中 里 晋 也
品質担当兼産業機械事業部長
Enertork Ltd.理事

取 締 役 溝 田 安 彦 マテハン事業部長

取 締 役 塩 川 秀 樹 精密機械事業部長兼生産技術部長兼工場長

取 締 役 佐 藤 德 生 大阪支店長兼マテハン事業部営業推進部長

取 締 役 井 上 信 之 株式会社正興電機製作所 相談役

常 勤 監 査 役 大 串 秀 文 安川情報システム株式会社 社外監査役

監 査 役 小 西 正 純 リックス株式会社 社外取締役

監 査 役 南 善 勝
株式会社安川電機 取締役常務執行役員
安川情報システム株式会社 社外取締役

(注) 1. ※印は代表取締役であります。
2. 取締役井上信之氏は、社外取締役であります。
3. 監査役小西正純、南善勝の両氏は、社外監査役であります。
4. 取締役井上信之氏および監査役小西正純、南善勝の両氏につきましては、東京証券取引所

および福岡証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。
5. 平成28年６月29日開催の定時株主総会において、南善勝氏は新たに監査役に選任され就任

いたしました。
6. 吉住一成氏は、平成28年６月29日開催の定時株主総会終結の時をもって、任期満了により

取締役を退任いたしました。
7. 吉田一昭氏は、平成28年６月29日開催の定時株主総会終結の時をもって、辞任により監査

役を退任いたしました。
8. 取締役佐藤德生氏は、平成29年４月１日付で大阪支店長兼名古屋営業所長兼マテハン事業

部営業推進部長に委嘱事項を一部変更しております。

　 ② 責任限定契約の内容の概要

　当社と社外取締役井上信之氏および社外監査役小西正純、南善勝の両氏は、

当社の定款第25条および第36条において、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。な

お、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める額としております。
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　 ③ 取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

名 千円

取 締 役
（う ち 社 外 取 締 役）

９
(１)

153,462
（3,545）

監 査 役
（う ち 社 外 監 査 役）

４
　 (３)

21,585
（5,720）

合 計 13 175,047

(注) 1. 取締役および監査役の支給人員ならびに支給額には、平成28年６月29日開催の第83回定時
株主総会終結の時をもって退任した取締役１名および社外監査役１名を含んでおります。

　 2. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
3. 支給額には、以下のものが含まれております。

　 ・当事業年度に係る役員賞与
取 締 役 ８名 12,750千円（うち社外取締役 １名 500千円）
監 査 役 ３名 2,250千円（うち社外監査役 ２名 950千円）

　 ・当事業年度に係る役員退職慰労金の引当金繰入額
取 締 役 ９名 17,127千円（うち社外取締役 １名 150千円）
監 査 役 ３名 675千円（うち社外監査役 ２名 300千円）

4. 上記のほか、平成28年６月29日開催の第83回定時株主総会決議に基づく役員退職慰労金の
額は以下のとおりであります。なお、当事業年度ならびに当事業年度以前の事業報告にお
いて記載済の役員退職慰労金の引当金繰入額が含まれております。

取 締 役 １名 130,200千円
社外監査役 １名 1,800千円

5. 上記のほか、平成28年６月29日開催の第83回定時株主総会決議に基づく役員退職慰労金制
度廃止に伴う打切り支給額総額 96,600千円（取締役８名 84,600千円（うち社外取締役１
名 600千円）、監査役２名 12,000千円（うち社外監査役１名 6,000千円））は、それぞれ退
任時に支給いたします。なお、当事業年度ならびに当事業年度以前の事業報告において記
載済の役員退職慰労金の引当金繰入額が含まれております。

　

　 ④ 社外役員に関する事項

イ．他の法人等との兼任状況（他の法人等の業務執行者である場合）および当

社と当該他の法人等との関係

　 監査役南善勝氏は、株式会社安川電機の取締役常務執行役員を兼務してお

ります。同社は当社の大株主でありますが、当社との間には特別の利害関係

はありません。

ロ．他の法人等の社外役員等の兼任状況および当社と当該他の法人等との関係

　 監査役小西正純氏は、リックス株式会社の社外取締役を兼務しております。

なお、当社と同社との間には特別の利害関係はありません。

　 監査役南善勝氏は、安川情報システム株式会社の社外取締役を兼務してお

ります。なお、当社と同社との間には特別の利害関係はありません。
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ハ．当事業年度における主な活動状況

地 位 氏 名 主 な 活 動 状 況

取締役 井 上 信 之

　
当事業年度に開催した取締役会13回中13回に出席し、主に議案
の審議等に必要な発言を適宜行っております。

監査役 小 西 正 純
当事業年度に開催した取締役会13回中12回、監査役会14回中13
回に出席し、主に議案の審議等に必要な発言を適宜行っており
ます。

監査役 南 善 勝

　
監査役就任後に開催した取締役会10回中８回、監査役会10回中
８回に出席し、主に議案の審議等に必要な発言を適宜行ってお
ります。

　

　(4) 会計監査人の状況

① 名 称 　 新日本有限責任監査法人
　

② 報 酬 等 の 額

支 払 額

千円

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 30,000

公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬
等の額

－

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 30,000

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他
の財産上の利益の合計額

30,000

(注) 1. 当社監査役会は、取締役会、社内関係部署および会計監査人からの必要な資料の入手や報
告を通じて、監査項目別監査時間および監査報酬の推移ならびに過年度の監査計画と実績
の状況を確認し、当事業年度の監査時間および報酬額の見積りの妥当性を検討した結果、
会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基
づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、公
認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

　 ③ 非監査業務の内容

　該当事項はありません。

― 11 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 17時06分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　 ④ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　当社監査役会は、会計監査人に適正性の面で問題があると判断する場合、ま

たはより適切な監査体制の整備が必要であると判断する場合は、会計監査人の

解任または不再任を株主総会の提出議案といたします。

　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認め

られる場合は、監査役の全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総会に

おいて、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。

　 ⑤ 責任限定契約の内容の概要

　当社と会計監査人新日本有限責任監査法人は、当社の定款第44条において、

会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限

定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法

令が定める額としております。

　

　 ⑥ 会計監査人が受けた過去２年間の業務の停止の処分に係る事項

　金融庁が平成27年12月22日付で発表した業務停止処分の内容

イ．処分の対象

　 新日本有限責任監査法人

ロ．処分の内容

平成28年１月１日から同年３月31日までの３ヶ月間の契約の新規の締結

に関する業務の停止。

　

　(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制、

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下

のとおりであります。

　 ① 取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　取締役会は、法令、定款および取締役会規程に定める決定事項の審議・決定

や報告事項の報告を通じて、取締役が法令および定款その他社内規程に適合し

た職務執行を行うことを、管理・監督する。

　 ② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　取締役会の議事録、稟議書その他職務の執行に係る情報等を、文書管理規程

の定めるところに従い適切に保存し、かつ管理する。なお、監査役が求めたと

きは、いつでも当該文書を閲覧に供するものとする。
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③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　コンプライアンス規程およびリスク管理規程に則り、グループ全体のコンプ

ライアンスに関する事項の決定や遵守状況の管理を全社リスク管理委員会およ

び部門リスク管理委員会にて行い、リスク管理の確立を図る。

　また、緊急時対応マニュアルを整備し、リスクが発生した場合の対応に備え

る。

　

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会を原則として毎月１回開催し、重要事項の決定および業務執行状況

の監督を行う。

　また、毎月取締役会開催日前に社長経営検討会等を実施し、重要な業務執行

について十分な審議を経て決定する。

⑤ 使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

　当社の使用人が法令・定款および当社の経営理念を遵守し、職務の執行が法

令および定款に適合することを確保するため、「社員行動基準」、「社員の心得」

等を制定し、当社の全ての使用人に対し周知徹底する。

　また、報告・相談システムの「ヘルプライン」を設置し、利用者の匿名性を

担保するとともに不利益を被らないものとする。

　なお、適法性を確保するため、定期的に、また必要に応じ監査室が監査を行

うこととする。

⑥ 当社ならびに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための

体制

　子会社に対する業務の適正の確保については、自主性を尊重しつつ、子会社

の健全な発展を通して、当社グループとしての総合力向上を図ることを基本方

針とし、「関係会社規程」に基づき行う。

　子会社の年度計画の進捗状況を含む経営成績・財政状況を把握するため、子

会社は毎月、貸借対照表、損益計算書等の決算書類を当社に提出・報告する。

　子会社において経営上重要事項を決定する場合には、当社の事前承認を得る

とともに、経営上重要な事項が発生した場合は、都度、当社に報告する。

　また、当社の社員が子会社の取締役または監査役を兼務し、当社の意思を経

営に反映するとともに、損失の危険が生じた場合は直ちに管理担当取締役に報

告する。
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　 ⑦ 監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項

イ．監査室を監査役の職務を補助すべき使用人とし、監査役会の事務局の業

務を併せて担当する。

ロ．補助使用人の取締役からの独立性を確保するため、当該使用人の任命、

異動等を行う場合は、予め監査役会に相談し、意見を求める。

ハ．補助使用人は、監査役補助としての職務遂行にあたっては、専ら監査役

の指示に従い、取締役等の指揮命令や不当な制約を受けない。

⑧ 当社および子会社の取締役および使用人が当社の監査役に報告するための体

制

イ．当社の取締役および使用人は監査役に対して、毎月開催される取締役会、

社長経営検討会の他、主要な社内会議を通じて、重要な意思決定の過程

および業務の執行状況等の報告を行う。

ロ．子会社の取締役、監査役および使用人は、当社の監査役に対して、子会

社監査やその他必要に応じ、経営状況、内部統制システムの構築・運用

状況、重要書類の内容、会社に著しい損害を及ぼすおそれがある事項、

リスク管理に関する重要事項等の報告を行う。

ハ．監査役へ報告や説明を行った者に、そのことを理由として人事処遇にお

いていかなる不利益も課さない。

　 ⑨ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ．監査役会規程・監査役監査基準に則り、監査役監査の環境整備、代表取

締役との定期的会合、取締役および使用人からの報告受領等について、

周知と実践を通じ、その実効性を確保する。

ロ．監査役の職務の執行について生じる費用または債務については、請求に

より速やかに当該費用を支払う。
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　(6) 業務の適正を確保するための体制の運用の状況

　当社は、取締役会において決議された「内部統制システムの整備に関する基本

方針」に基づき、内部統制システムを整備し運用しております。

　当社の取締役会は、取締役８名（社外取締役１名含む）で組織し、監査役３名

（社外監査役２名含む）も出席しております。当事業年度は取締役会を13回開催

し、月次および四半期決算ならびに取締役会規程に定める事項等の審議を行って

おります。また、経営会議である社長経営検討会（常勤の取締役および監査役な

らびに各部門の部課長で構成）を月１回開催し、事業計画の進捗状況および業務

遂行の適正性、合理性を確認いたしました。

　また、「リスク管理規程」に基づきリスク管理委員会を開催し、子会社を含む当

社グループのリスク評価を行い、その管理および低減に努めました。

　子会社については、毎月、管理担当取締役が年度計画の進捗状況の報告を受け、

また経営上重要事項等の確認を行い、子会社の適正な業務運営および当社による

実効性のある管理の実現に努めました。

　監査室は、法令・社内規程等の遵守状況について、全社の監査を実施し、その

結果および改善状況を代表取締役および監査役に報告いたしました。

　監査役は、監査方針を含む監査計画を策定し、定時および臨時監査役会を開催

し、情報の共有を図ると共に、会社の状況を随時把握し、提言等の取りまとめを

行いました。さらに、取締役その他使用人と対話を行い、監査室・会計監査人と

も連携し、取締役および使用人の職務の執行状況を監査しました。

　(7) 会社の支配に関する基本方針

　当社は、「技術の本質を謙虚に探索し、自然随順に即した応用で広く世界に貢献

しよう」を企業理念とし、「超精密とメカトロメーションの追求」を経営基本方針

に掲げ、設立以来、常に産業構造の変革に即応した数多くの先駆的新商品を社会

に提供し、企業価値の持続的向上に努めてまいりました。

　よって、当社は法令および定款の定めを遵守しつつ、創業以来蓄積された専門

性の高い技術・ノウハウの更なる向上を図るとともに、当社を支えるステークホ

ルダーとの信頼関係を築き、株主共同の利益を中長期的に確保・向上させていか

なければならないと考えております。

　また一方、当社としては、買収防衛策の導入につきましても重要な経営課題の

一つとして認識しており、買収行為を巡る法制度や関係当局の判断・見解、世間

の動向等を注視しながら、導入の是非を含め継続して検討を行ってまいります。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成29年３月31日現在)

(単位：千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 17,337,654 流 動 負 債 8,052,031

現 金 及 び 預 金 7,549,336 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,762,005

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 7,466,978 電 子 記 録 債 務 3,420,128

棚 卸 資 産 2,024,273 短 期 借 入 金 620,250

繰 延 税 金 資 産 241,149 未 払 費 用 1,130,759

そ の 他 58,819 未 払 法 人 税 等 414,941

貸 倒 引 当 金 △ 2,902 そ の 他 703,946

固 定 資 産 13,942,871 固 定 負 債 4,156,338

有 形 固 定 資 産 9,590,234 長 期 借 入 金 336,000

建 物 及 び 構 築 物 3,732,988 長 期 未 払 金 101,566

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 661,405 再評価に係る繰延税金負債 1,477,866

土 地 5,006,687 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 19,319

そ の 他 189,153 製 品 保 証 引 当 金 1,019,380

無 形 固 定 資 産 10,786 退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,053,007

投 資 そ の 他 の 資 産 4,341,849 そ の 他 149,198

投 資 有 価 証 券 3,276,813 負 債 合 計 12,208,370

長 期 貸 付 金 29,900 （純 資 産 の 部）

繰 延 税 金 資 産 167,111 株 主 資 本 14,065,592

退 職 給 付 に 係 る 資 産 508,512 資 本 金 2,658,400

投 資 不 動 産 11,421 資 本 剰 余 金 2,616,594

そ の 他 383,435 利 益 剰 余 金 8,795,010

貸 倒 引 当 金 △ 35,345 自 己 株 式 △ 4,412

その他の包括利益累計額 5,006,563

その他有価証券評価差額金 1,526,177

土地再評価差額金 3,363,734

退職給付に係る調整累計額 116,652

純 資 産 合 計 19,072,156

資 産 合 計 31,280,526 負 債 及 び 純 資 産 合 計 31,280,526
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連 結 損 益 計 算 書

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 24,019,794

売 上 原 価 18,804,219

売 上 総 利 益 5,215,575

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,688,088

営 業 利 益 1,527,486

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,803

受 取 配 当 金 55,472

受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ ー 6,444

作 業 く ず 売 却 益 5,018

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 476

そ の 他 14,924 84,140

営 業 外 費 用

支 払 利 息 11,559

コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 3,167

そ の 他 1,868 16,595

経 常 利 益 1,595,032

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 806

投 資 有 価 証 券 売 却 益 10,145 10,952

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 127

投 資 有 価 証 券 売 却 損 0

投 資 有 価 証 券 評 価 損 735

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 1,250

製 品 保 証 引 当 金 繰 入 額 1,019,380 1,021,492

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 584,491

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 428,812

法 人 税 等 調 整 額 △ 252,735 176,077

当 期 純 利 益 408,414

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 408,414
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

（単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式
株 主 資 本
合 計

当 期 首 残 高 2,658,400 2,616,594 8,614,651 △ 4,365 13,885,280

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 227,251 △ 227,251

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

408,414 408,414

自 己 株 式 の 取 得 △ 47 △ 47

土地再評価差額金の取崩 △ 803 △ 803

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 － － 180,359 △ 47 180,311

当 期 末 残 高 2,658,400 2,616,594 8,795,010 △ 4,412 14,065,592

その他の包括利益累計額

純資産合計そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

土地再評価
差 額 金

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 876,708 3,362,930 101,375 4,341,014 18,226,295

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △ 227,251

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

408,414

自 己 株 式 の 取 得 △ 47

土地再評価差額金の取崩 △ 803

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

649,468 803 15,276 665,549 665,549

当 期 変 動 額 合 計 649,468 803 15,276 665,549 845,861

当 期 末 残 高 1,526,177 3,363,734 116,652 5,006,563 19,072,156
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連 結 注 記 表
　
1．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　(1) 連結の範囲に関する事項

① 連結子会社の数 ３社

② 連結子会社の名称 西電興産株式会社

株式会社西部ハイテック

西部ペイント株式会社

　(2) 持分法の適用に関する事項

　該当事項はありません。

　(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

　(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 イ．有価証券の評価基準及び評価方法

　 ・その他有価証券

　 時価のあるもの…………連結会計年度末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均法

により算定)

　 時価のないもの…………総平均法による原価法

　 ロ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　 ・仕掛品 注文品………個別法による原価法

標準品………主に総平均法による原価法

　 ・原材料及び貯蔵品………主に先入先出法による原価法

　 （貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

……………定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物及び構築物 ３～50年

　機械装置及び運搬具 ４～９年

　ロ．無形固定資産

（リース資産を除く）

……………定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。
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　ハ．リース資産……………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用し

ております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。

　 ③ 重要な引当金の計上基準

　 イ．貸倒引当金

　売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

　 ロ．役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支払いに充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

　 ハ．受注損失引当金

　受注の損失に備えるため、当連結会計年度末で損失が確実視され、かつ、その金額を合理的

に見積ることができるものについて、翌連結会計年度以降に発生が見込まれる見込額を計上し

ております。

　 ニ．役員退職慰労引当金

　連結子会社は、役員への退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末の要

支給額を計上しております。

　 ホ．製品保証引当金

　製品の品質保証に伴う支出に備えるため、その金額を合理的に見積ることができるものにつ

いて、その見込額を計上しております。

　 ④ その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　 イ．退職給付に係る会計処理

・退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させ

る方法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法

により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。

　 ロ．消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。
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　(5) 会計方針の変更

　当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法

の変更に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当連結会計年度に

適用し、平成28年４月１日以後に取得する建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法か

ら定額法に変更しております。

　なお、この変更による当連結会計年度の営業利益、経常利益、税金等調整前当期純利益への影響

はありません。

　(6) 追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月

28日）を当連結会計年度から適用しております。

（役員退職慰労金制度の廃止）

　当社は、従来、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上してお

りましたが、平成28年６月29日開催の第83回定時株主総会において、役員退職慰労金制度廃止に伴

う打切り支給が決議されました。これにより、当連結会計年度において「役員退職慰労引当金」を

全額取崩し、打切り支給額の未払い分については、固定負債の「長期未払金」に含めて表示してお

ります。

　なお、連結子会社につきましては引き続き役員への退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く連結会計年度末の要支給額を計上しております。

2．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 5,530,126千円

　

3．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 15,160,000株 － 株 － 株 15,160,000株
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　(2) 剰余金の配当に関する事項

　 ① 配当金支払額

決 議 配当金の総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

平成28年６月29日
定 時 株 主 総 会

121,200千円 8.00円 平成28年３月31日 平成28年６月30日

平成28年11月14日
取 締 役 会

106,050千円 7.00円 平成28年９月30日 平成28年12月12日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの

　 ・平成29年６月29日開催の第84回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

配 当 金 の 総 額 106,050千円

１株当たり配当額 7.00円（普通配当 7.00円）

基 準 日 平成29年３月31日

効 力 発 生 日 平成29年６月30日

　 なお、配当財源については、利益剰余金とすることを予定しております。

　 ③ 新株予約権に関する事項

　 該当事項はありません。

4．金融商品に関する注記

　(1) 金融商品の状況に関する事項

　 ① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については預金等に限定し、また、資金調達については銀行借入に

よる方針です。

　 ② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関

しては、当社グループの信用供与管理規程に従い、リスク低減を図っております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒さ

れています。これらについては四半期ごとに時価の把握を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。

　 ③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　該当事項はありません。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差

額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるも

のは、次表には含まれておりません（注２参照）。

（単位：千円）

連結貸借対照表

計上額(*)
時価(*) 差額

① 現金及び預金 7,549,336 7,549,336 －

② 受取手形及び売掛金 7,466,978 7,466,978 －

③ 投資有価証券
　 その他有価証券

3,249,456 3,249,456 －

④ 支払手形及び買掛金 (1,762,005) (1,762,005) －

⑤ 電子記録債務 (3,420,128) (3,420,128) －

⑥ デリバティブ取引 － － －

　 (*) 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　 ①現金及び預金、並びに②受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

　 ③投資有価証券
　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　 ④支払手形及び買掛金、並びに⑤電子記録債務
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

　 ⑥デリバティブ取引
　該当事項はありません。

（注２）非上場株式（連結貸借対照表計上額27,357千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ
ュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるた
め、「③投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

5．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,258円89銭

(2) １株当たり当期純利益 26円96銭

　

6．重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。

　

7．その他の注記

　 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
(平成29年３月31日現在)

(単位：千円)

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 16,361,147 流 動 負 債 7,870,922

現 金 及 び 預 金 6,813,475 支 払 手 形 466,554

受 取 手 形 2,368,881 電 子 記 録 債 務 3,516,359

売 掛 金 4,934,455 買 掛 金 1,114,143

仕 掛 品 721,689 短 期 借 入 金 620,250

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,253,987 リ ー ス 債 務 24,363

前 払 費 用 34,249 未 払 金 15,063

繰 延 税 金 資 産 225,992 未 払 費 用 1,065,671

未 収 金 10,587 未 払 法 人 税 等 398,437

そ の 他 828 未 払 消 費 税 等 394,105

貸 倒 引 当 金 △ 3,000 前 受 金 232,185

固 定 資 産 13,736,671 預 り 金 8,789

有 形 固 定 資 産 9,672,265 役 員 賞 与 引 当 金 15,000

建 物 3,680,957 固 定 負 債 3,954,827

構 築 物 59,785 長 期 借 入 金 336,000

機 械 及 び 装 置 697,138 リ ー ス 債 務 87,187

車 両 運 搬 具 1,965 長 期 未 払 金 101,566

工 具 器 具 備 品 71,686 再評価に係る繰延税金負債 1,477,866

土 地 5,043,480 退 職 給 付 引 当 金 921,912

リ ー ス 資 産 111,005 製 品 保 証 引 当 金 1,019,380

建 設 仮 勘 定 6,245 資 産 除 去 債 務 10,913

　無 形 固 定 資 産 9,285 負 債 合 計 11,825,750

ソ フ ト ウ エ ア 8,342 （純 資 産 の 部）

電 話 加 入 権 942 株 主 資 本 13,388,709

投 資 そ の 他 の 資 産 4,055,121 資 本 金 2,658,400

投 資 有 価 証 券 3,247,356 資 本 剰 余 金 2,616,594

関 係 会 社 株 式 40,000 資 本 準 備 金 992,895

長 期 貸 付 金 29,900 そ の 他 資 本 剰 余 金 1,623,698

長 期 前 払 費 用 15,419 利 益 剰 余 金 8,118,128

前 払 年 金 費 用 238,345 利 益 準 備 金 255,660

繰 延 税 金 資 産 140,087 そ の 他 利 益 剰 余 金 7,862,468

投 資 不 動 産 11,421 圧 縮 記 帳 積 立 金 396,962

出 資 金 69,967 別 途 積 立 金 6,855,000

そ の 他 292,722 繰 越 利 益 剰 余 金 610,505

貸 倒 引 当 金 △ 30,100 自 己 株 式 △ 4,412

評 価 ・ 換 算 差 額 等 4,883,358

　その他有価証券評価差額金 1,519,624

　土 地 再 評 価 差 額 金 3,363,734

純 資 産 合 計 18,272,068

資 産 合 計 30,097,819 負 債 及 び 純 資 産 合 計 30,097,819
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損 益 計 算 書

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 23,183,176

売 上 原 価 18,327,302

売 上 総 利 益 4,855,874

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,411,738

営 業 利 益 1,444,135

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,730

受 取 配 当 金 62,209

受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ ー 6,444

作 業 く ず 売 却 益 5,018

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 399

そ の 他 17,154 92,956

営 業 外 費 用

支 払 利 息 11,559

コ ミ ッ ト メ ン ト フ ィ ー 3,167

そ の 他 866 15,593

経 常 利 益 1,521,498

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 806

投 資 有 価 証 券 売 却 益 10,145 10,952

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 127

投 資 有 価 証 券 売 却 損 0

投 資 有 価 証 券 評 価 損 735

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 1,250

製 品 保 証 引 当 金 繰 入 額 1,019,380 1,021,492

税 引 前 当 期 純 利 益 510,958

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 404,797

法 人 税 等 調 整 額 △ 255,241 149,555

当 期 純 利 益 361,403
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株主資本等変動計算書

（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

（単位：千円)

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本
準備金

その他
資 本
剰余金

資 本
剰余金
合 計

利 益
準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

圧縮記帳
積 立 金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

当期首 残 高 2,658,400 992,895 1,623,698 2,616,594 255,660 423,871 6,155,000 1,150,247 7,984,779

当期変 動 額

剰余金の配当 △ 227,251 △ 227,251

当期純利益 361,403 361,403

自己株式の取得

別途積立金への積立 700,000 △ 700,000 －

圧縮記帳積立金の取崩 △ 26,909 26,909 －

土地再評価差額金の取崩 △ 803 △ 803

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － － △ 26,909 700,000 △ 539,742 133,348

当期末 残 高 2,658,400 992,895 1,623,698 2,616,594 255,660 396,962 6,855,000 610,505 8,118,128

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計

自己株式
株主資本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

当期首 残 高 △ 4,365 13,255,409 872,406 3,362,930 4,235,336 17,490,745

当期変 動 額

剰余金の配当 △ 227,251 △ 227,251

当期純利益 361,403 361,403

自己株式の取得 △ 47 △ 47 △ 47

別途積立金への積立 － －

圧縮記帳積立金の取崩 － －

土地再評価差額金の取崩 △ 803 △ 803

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

647,218 803 648,021 648,021

当期変動額合計 △ 47 133,300 647,218 803 648,021 781,322

当期末 残 高 △ 4,412 13,388,709 1,519,624 3,363,734 4,883,358 18,272,068
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個 別 注 記 表
　
1．重要な会計方針に係る事項に関する注記

　(1) 資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券の評価基準及び評価方法

　・子会社株式 総平均法による原価法

　・その他有価証券

　 時価のあるもの……………期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は総平均法により算定）

　 時価のないもの……………総平均法による原価法

　 ② 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　・仕掛品 注文品………個別法による原価法

標準品………総平均法による原価法

　・原材料及び貯蔵品………先入先出法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

　(2) 固定資産の減価償却の方法

　イ．有形固定資産

　 (リース資産を除く）

……………定率法

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除

く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

物については定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

　建物 ３～50年

　機械及び装置 ９年

　ロ．無形固定資産

　 （リース資産を除く）

……………定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

　ハ．リース資産……………所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用し

ております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用して

おります。
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　(3) 引当金の計上基準

　 イ．貸倒引当金

　売掛金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

　 ロ．役員賞与引当金

　役員に対して支給する賞与の支払いに充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

　 ハ．受注損失引当金

　受注の損失に備えるため、当事業年度末で損失が確実視され、かつ、その金額を合理的に見

積ることができるものについて、翌事業年度以降に発生が見込まれる見込額を計上しておりま

す。

　 ニ．退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。

・退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数による定額法

により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。

　 ホ．製品保証引当金

　製品の品質保証に伴う支出に備えるため、その金額を合理的に見積ることができるものにつ

いて、その見込額を計上しております。

　(4) 消費税等の会計処理

　税抜方式を採用しております。

　(5) 会計方針の変更

　当社は、法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務

上の取扱い」（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１

日以後に取得する建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しており

ます。

　 なお、この変更による当事業年度の営業利益、経常利益、税引前当期純利益への影響はありま

せん。
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　(6) 追加情報

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月

28日）を当事業年度から適用しております。

（役員退職慰労金制度の廃止）

　従来、役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりました

が、平成28年６月29日開催の第83回定時株主総会において、役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り

支給が決議されました。これにより、当事業年度において「役員退職慰労引当金」を全額取崩し、

打切り支給額の未払い分については、固定負債の「長期未払金」に含めて表示しております。

2．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 5,556,401千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

　① 短期金銭債権 242,744千円

　② 短期金銭債務 142,468千円

(3) 土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき事業用の土地の再評価

を行い、評価差額については当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」とし

て負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上してお

ります。

　 再評価を行った年月日 平成12年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法

　土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号に定める

当該事業用土地の課税台帳に登録されている価格及び同条第５号に定める不動産鑑定士の鑑定評価

によっております。

　 同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該

　事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 △515,913千円

(4) 当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行９行と貸出コミットメント契約を

締結しております。

　当事業年度末における貸出コミットメントに係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,500,000千円

借入実行残高 416,250千円

　残高 1,083,750千円

　

― 29 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 17時06分 $FOLDER; 29ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



3．損益計算書に関する注記

・関係会社との取引高

　① 売 上 高 293,056千円

　② 仕 入 高 372,756千円

　③ 営業取引以外の取引高 83,721千円

　

4．株主資本等変動計算書に関する注記

　・自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 9,930株 68株 －株 9,998株

　

5．税効果会計に関する注記

　 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産

　 未払賞与 186,485千円

　 貸倒引当金 10,082千円

　 退職給付引当金 545,816千円

　 未払事業税 36,548千円

　 長期未払金 29,424千円

　 製品保証引当金 310,799千円

　 有価証券評価損 144,198千円

　 減損損失 11,461千円

　 その他 23,999千円

　 繰延税金資産小計 1,298,816千円

　 評価性引当額 △ 160,954千円

　 繰延税金資産合計 1,137,861千円

　 繰延税金負債

　 その他有価証券評価差額金 △ 554,569千円

　 前払年金費用 △ 43,230千円

　 圧縮記帳積立金 △ 173,981千円

　 繰延税金負債合計 △ 771,781千円

　 繰延税金資産の純額 366,080千円

　

6．リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、製造設備等の一部については、所有権移転外ファイナン

ス・リース契約により、使用しております。
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7．関連当事者との取引に関する注記

　 該当事項はありません。

　

8．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,206円08銭

(2) １株当たり当期純利益 23円86銭

　

9．重要な後発事象に関する注記

　 該当事項はありません。

　

10．その他の注記

　 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月11日

西部電機株式会社
取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 森 行 一 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 村 祐 二 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、西部電機株式会社の
平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、
すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及
び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示
するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま
れる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場
から連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が
国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうか
について合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手す

るための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又
は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応
じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手した
と判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と
認められる企業会計の基準に準拠して、西部電機株式会社及び連結子会社か
らなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべ
ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
平成29年５月11日

西部電機株式会社
取 締 役 会 御中

新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 森 行 一 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 村 祐 二 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、西部電機株式会社
の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第84期事業年度の計算書類、す
なわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びに
その附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、
我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。
監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づ
き監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判
断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第84期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、

本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及

び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の

分担等に従い、取締役、監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及

び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本

社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会

社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必

要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正

を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め

る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体

制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状

況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし

た。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針について

は、取締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加え

ました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及

び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必

要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われ

ることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査

に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい

る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
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　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書

類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附

属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等

変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果

　(1) 事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の

職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められま

せん。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。

平成29年５月12日

西部電機株式会社 監査役会

常勤監査役 大 串 秀 文 ㊞

社外監査役 小 西 正 純 ㊞

社外監査役 南 善 勝 ㊞

以 上
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株主総会参考書類
　

第１号議案 剰余金処分の件

剰余金処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　１．期末配当に関する事項

　当社は安定的な配当を継続して行うことを基本方針としており、業績の向上に

よって１株当たりの利益水準を高めるとともに、中長期の展望、財務状況等を考

慮し、これに対応した配当を決定すべきと考えております。当期の期末配当につ

きましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘案し、株主の皆様の日頃

のご支援にお応えするため、７円00銭とさせていただきたいと存じます。この結

果、中間配当金を含めました当期の配当金は、１株につき14円00銭となります。

　 ① 配当財産の種類

　金銭といたします。

　 ② 配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株につき金７円00銭といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は106,050,014円となります。

　 ③ 剰余金の配当が効力を生じる日

　平成29年６月30日といたしたいと存じます。

　２．その他の剰余金の処分に関する事項

その他の剰余金の処分につきましては、経営の健全な発展を期し、今後の経営

環境を勘案して財務体質の強化を図るため、以下のとおりといたしたいと存じま

す。

① 減少する剰余金の項目とその額

繰越利益剰余金 100,000,000円

② 増加する剰余金の項目とその額

別途積立金 100,000,000円
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第２号議案 取締役８名選任の件

　取締役全員（８名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、取締

役８名の選任をお願いするものであります。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

１
宮
み や じ

地　敬四郎
けいしろう

(昭和22年３月１日生)

昭和43年８月 当社入社

12,000株

平成17年６月 取締役精密機械事業部長

平成20年６月 常務取締役精密機械事業部長

平成21年６月 常務取締役精密機械事業部長兼営業
部長

平成22年４月 常務取締役産業機械事業部副事業部
長

平成22年６月 常務取締役産業機械事業部長

平成23年６月 専務取締役営業担当兼産業機械事業
部長兼大阪支店長

平成24年４月 専務取締役営業担当兼大阪支店長
兼産業機械事業部精密機械推進部長

平成25年６月 代表取締役社長

現在に至る

２
藤
ふ じ お か

岡　敬
よ し ま さ

正
(昭和27年10月10日生)

昭和50年４月 当社入社

17,000株

平成10年４月 管理部長

平成19年６月 取締役管理部長

平成20年４月 取締役管理担当兼管理部長

平成23年６月 常務取締役管理担当兼管理部長

平成25年６月 専務取締役管理担当兼管理部長

現在に至る

３
税
さ い し ょ

所　幸
こ う い ち

一
(昭和32年10月10日生)

昭和55年４月 当社入社

10,000株

平成19年４月 産業機械事業部営業部長

平成21年６月 取締役東京支店長

平成25年６月 常務取締役営業担当兼東京支店長

現在に至る

― 37 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月29日 17時06分 $FOLDER; 37ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

４
中
な か ざ と

里　晋 也
し ん や

(昭和30年１月18日生)

平成３年９月 当社入社

11,000株

平成14年４月 精密機械事業部生産部長

平成18年１月 精密機械事業部営業部長

平成20年６月 取締役精密機械事業部営業部長

平成21年６月 取締役マテハン事業部生産部長

平成22年６月 取締役マテハン事業部副事業部長兼
生産部長兼工場長

平成23年４月 取締役産業機械事業部副事業部長兼
工場長

平成24年４月 取締役産業機械事業部長兼工場長

平成25年７月 取締役大阪支店長兼精密機械営業推
進役

平成27年４月 取締役産業機械事業部長

平成27年６月 取締役品質担当兼産業機械事業部長

現在に至る

(重要な兼職の状況）

Enertork Ltd.理事

５
溝
み ぞ た

田　安
や す ひ こ

彦
(昭和35年２月４日生)

平成元年３月 当社入社

11,000株

平成22年４月 マテハン事業部生産部副部長

平成23年４月 マテハン事業部生産部長

平成23年６月 取締役マテハン事業部生産部長

平成25年10月 取締役マテハン事業部副事業部長兼
生産部長

平成26年４月 取締役マテハン事業部長

現在に至る

６
塩
し お か わ

川　秀
ひ で き

樹

(昭和26年８月16日生)

昭和45年４月 当社入社

6,900株

平成22年２月 生産技術部長

平成23年７月 理事生産技術部長

平成25年４月 理事生産技術部長兼工場長

平成26年６月 取締役生産技術部長兼工場長

平成27年６月 取締役精密機械事業部長兼生産技術
部長兼工場長
現在に至る
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位、 担 当 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

７

佐
さ と う

藤　德
な る お

生
(昭和35年４月22日生)

昭和60年４月 当社入社

9,500株

平成21年４月 マテハン事業部営業部長

平成22年12月 マテハン事業部営業部副部長

平成25年４月 マテハン事業部営業部長

平成27年４月 大阪支店長兼マテハン事業部営業部
長

平成27年６月 取締役大阪支店長兼マテハン事業部
営業部長

平成28年４月 取締役大阪支店長兼マテハン事業部
営業推進部長

平成29年４月 取締役大阪支店長兼名古屋営業所長
兼マテハン事業部営業推進部長
現在に至る

８
井 上 信 之
い の う え の ぶ ゆ き

(昭和22年10月９日生)

昭和45年11月 株式会社正興電機製作所入社

0株

平成７年６月 同社 取締役経理部長

平成13年６月 同社 常務取締役

平成14年６月 同社 取締役常務執行役員

平成17年６月 同社 代表取締役社長

平成25年３月 同社 相談役

平成27年６月 当社取締役(社外）

現在に至る

(重要な兼職の状況）

株式会社正興電機製作所 相談役

(注）1. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 当社は井上信之氏との間で会社法第423条第１項に定める賠償責任を限定する契約を締結し

ており、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としております。ま
た、同氏の再任が承認された場合、当該責任限定契約を継続する予定であります。

　 3. 井上信之氏は、社外取締役候補者であります。
なお、当社は井上信之氏を東京証券取引所および福岡証券取引所の定めに基づく独立役員
として届け出ております。

4. 井上信之氏は、永年にわたり株式会社正興電機製作所の代表取締役を務められた経験があ
り、経営者としての豊富な経験と幅広い見識をもとに、当社の経営を監督していただくと
ともに、当社の経営全般に助言を頂戴することによりコーポレート・ガバナンス強化に寄
与していただくため、社外取締役として選任するものであります。

5. 井上信之氏の当社社外取締役就任期間は、本総会終結の時をもって２年となります。
6. 井上信之氏は、当社または当社の子会社の業務執行者または役員であったことはありませ

ん。
7. 井上信之氏は、当社の親会社等ではなく、また過去５年間に当社の親会社等であったこと

もありません。
8. 井上信之氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者または役員ではなく、また過去５年間

に当社の特定関係事業者の業務執行者または役員であったこともありません。
9. 井上信之氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予

定はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。
10. 井上信之氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者または役員の配偶者、三親

等以内の親族その他これに準ずるものではありません。
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第３号議案 監査役１名選任の件

　本総会終結の時をもって、監査役南善勝氏は辞任されますので、改めて監査役１

名の選任をお願いするものであります。

　なお、大塚丈徳氏は南善勝氏の補欠として選任されることとなりますので、その

任期は当社定款の定めにより、退任された監査役の任期の満了すべき時までとなり

ます。

　また、本議案につきましては、あらかじめ監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略 歴、 地 位 お よ び
重 要 な 兼 職 の 状 況

所有する当社
の 株 式 数

大
お お つ か

塚　丈
た け の り

徳

(昭和40年４月２日生)

昭和61年４月 株式会社安川電機製作所
（現 株式会社安川電機）入社

0株

平成21年４月 同社 モーションコントロール事業部品質
保証部長

平成23年４月 同社 品質保証部長

平成24年４月 同社 構造改革推進室長

現在に至る

(注）1. 監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
2. 大塚丈徳氏は社外監査役候補者であります。

なお、当社は大塚丈徳氏を東京証券取引所および福岡証券取引所の定めに基づく独立役員
として届け出ております。

3. 当社は、社外監査役がその期待される役割を十分に発揮できるよう、当社定款の規定に基
づき、会社法第427条第１項の規定により、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する趣
旨の責任限定契約を社外監査役候補者大塚丈徳氏と当社との間で締結する予定であります。
当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は法令が定める額としております。

4. 大塚丈徳氏は、当社の事業内容に精通しており、豊富な経験と幅広い見識を持ち、客観的
な立場から適切な意見をいただくため、社外監査役として選任をお願いするものでありま
す。

5. 大塚丈徳氏は、当社または当社の子会社の業務執行者または役員であったことはありませ
ん。

6. 大塚丈徳氏は、当社の親会社等ではなく、また過去５年間に当社の親会社等であったこと
もありません。

7. 大塚丈徳氏は、当社の特定関係事業者の業務執行者または役員ではなく、また過去５年間
に当社の特定関係事業者の業務執行者または役員であったこともありません。

8. 大塚丈徳氏は、当社または当社の特定関係事業者から多額の金銭その他の財産を受ける予
定はなく、また過去２年間に受けていたこともありません。

9. 大塚丈徳氏は、当社または当社の特定関係事業者の業務執行者または役員の配偶者、三親
等以内の親族その他これに準ずるものではありません。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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〈メ モ 欄〉
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流

庄

五楽

古賀I.C.入口

古賀市役所前

Ｎ

福岡東医療センター

福岡女学院
看護大学

峰製作所

リーパスプラザ
   (古賀市中央公民館)

古賀郵便局

古賀市役所

古賀竟成館高校

ロイヤルホスト

北九州方面へ本社（会場） 若宮Ｉ.Ｃ.へ

福岡方面へ

小倉駅へ

博多駅へ 福岡Ｉ.Ｃ.へ

古賀Ｉ.Ｃ.

Ｊ
Ｒ
古
賀
駅

Ｊ
Ｒ
鹿
児
島
本
線

九
州
自
動
車
道

交番

ニビシ
醤油

株主総会会場ご案内図

場 所 福岡県古賀市駅東三丁目３番１号

当社会議室

電話 （０９２）９４３－７０７１

　 交通のご案内 ●ＪＲ古賀駅東口より徒歩７分
●古賀I.C.より車で５分
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